
 

本資料は、信頼できると思われる情報ソースから入手した情報・データに基づき作成していますが、当社はその正確性、完全性、信頼性等を保証するも
のではありません。本資料は、執筆者の見解に基づき作成されたものであり、当社及び住友商事グループの統一的な見解を示す ものではありません。
本資料のご利用により、直接的あるいは間接的な不利益・損害が発生したとしても、当社及び住友商事グループは一切責任を負いません。本資料は、
著作物であり、著作権法に基づき保護されています。 (1 / 3) 

 

 

 

タイの自動車販売は現在低迷している。その主な要因は、家計債務が高水準であることから、銀行の融資審査が厳

格化され、自動車ローンを組むことが難しい状況が続いているためである。当レポートは、自動車産業の現状を述べた

あと、自動車販売が伸び悩んでいる要因である家計債務がなぜ拡大したのかについて触れたい。 

 

1. タイの自動車産業の現状 

 タイは ASEAN 地域の自動車製造拠点と

しての地位を確立しており、自動車・トレーラ

ー・セミトレーラーの生産は、タイの国内総生

産（GDP）の約 11％（2021 年、国連

工業開発機関（UNIDO）統計）を占め、

経済成長に大きく寄与している（図表「タイ

の製造業の構成（2021）」）。政策面を

みると、1960 年代以降、タイ政府は日系を

はじめとする外資系自動車メーカーによる現

地での組立生産を誘致する政策を推進し

た。さらに、1970 年代には、自動車部品産

業の国内育成を目的とした保護政策を導入し、

国内産業の基盤が徐々に形成された。この過程

で、日系企業の進出を通じた技術移転が進み、タ

イ国内の自動車産業は着実に発展を遂げた。そ

の後、タイ政府は国内需要を中心とした販売から

2000 年には輸出を奨励する政策へとシフトし、タ

イは ASEAN 地域における自動車製造拠点とし

ての地位を確立した。 

 次に、上述の政策を背景に実際の推移を

2000 年からの統計で確認すると、2009 年まで

のタイの自動車生産台数と販売台数において、生

産台数は 2008 年の世界金融危機の影響で

2009 年に大幅に減少するまで増加が続いた一

方、需要面では、販売台数が 2005 年以降の国内経済の不振で減少し、その落ち込みを輸出が補っていた（図表

「タイの自動車生産台数と輸出台数の割合の推移」、「タイの国内自動車販売台数の推移」）。2009 年は前年の

世界金融危機によりタイ国内外の経済が落ち込み自動車生産・販売台数とも減り、さらに 2011 年の大洪水の影響

で伸び悩んだ。そのため、自動車産業の回復の一環として、タイ政府は 2011 年から 2012 年にかけて自動車購入

促進政策である「ファーストカーバイヤープログラム」（後述参照）を打ち出し、中低所得者層の自動車の購入機会を
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提供したため、生産・販売とも飛躍的に伸びた。 

しかし、タイの自動車産業は、生産台数が

2013 年、販売台数が 2012 年をピークに減少

傾向にある。特に足元をみると、コロナ禍の影響

で生産、販売はそれぞれ 2020 年、2021 年を

底に、その後は回復が続くと期待されたものの、

2023 年以降も不振が続いている。 

 

2. 最近の自動車販売の低迷は家計債務の

増加が大きく影響 

タイ国内での自動車販売が低迷している背景

には、家計債務の増加が影響している。家計債

務は、2010 年代の内需拡大政策と 2020 年

から 2022 年ごろまで続いたコロナ禍により急増した。そのため、コロナ禍後はこれ以上家計債務が増加しないよう、自

動車ローンの審査などが厳格化されており、その結果、自動車販売台数が減少している。 

そこで、ここでは家計の債務についての詳細を確認する。コロナ禍以前の家計の債務残高の GDP 比の推移をみる

と、2010 年 3 月末の 60.6％から 2019 年 12 月末には 82.9％にまで急速に拡大した。その背景には主に、

2011 年から 2014 年にかけてのインラック政権が実施した内需拡大政策がある。具体的な内需拡大政策としては、

上述の「ファーストカーバイヤープログラム」、「ファーストホームプログラム」、農家向けの「コメ担保融資制度」、最低賃金

の引き上げなどが挙げられる。 

「ファーストカーバイヤープログラム」では、初めて自動車を購入する中低所得者層を対象に最大 10 万バーツ（約

45 万円）が還付される制度が導入された。この金額は当時の低所得者層の年収に匹敵した。さらにこの時期、イン

フレ率の低下や政策金利の引き下げが行われたことに加え、銀行やクレジットカード会社の審査基準が緩和され、キャ

ッシュバック制度や金利優遇も相まって、本来は借り入れが難しい低所得者層にも融資が拡大した。その結果、2012

年の自動車販売台数は前年比＋80.6％の 144 万台に達したが、多くの家庭が自動車購入のためにローンを組んだ

ことで、家計債務が急速に拡大した。 

また、「ファーストホームプログラム」の実施により、初回住宅購入者を対象に、金利優遇や税控除が行われたことで

住宅需要が押し上げられ、住宅ローンの借り入れも増加した。さらに、農家向けの「コメ担保融資制度」が導入されたこ

とにより、家計の債務が拡大した。この制度により、農家は収穫したコメを政府系の農業・農業協同組合銀行

（BAAC）に担保として提供し、担保価格に基づいた融資を BAAC から受けられた。しかし、政府は BAAC に対し

資金提供をしたが、市場価格を大幅に上回る価格でコメを買い上げたため、財政負担がかさんだ。また、市場メカニズ

ムを歪め1、農家の返済能力を超える借り入れが問題視された。最低賃金の引き上げも内需拡大政策の一部として

実施されたが、収入の増加を背景に過剰な借り入れを行う世帯も増加し、結果的に家計債務がさらに拡大した。 

これらの政策は短期的には経済を刺激する効果があったものの、長期的には家計債務の増加が経済成長を圧迫

し、金融リスクを拡大させる要因となってしまった。その後、タイ中央銀行（BOT）は家計債務の軽減策として、2017

年に「デット・クリニック」を導入し、自動車や住宅ローンの返済が困難な個人を対象に、複数の金融機関からの借り入

れを一本化し、金利引き下げや返済期間の延長を支援することで返済負担の軽減を図った。 

 
1 政府が市場価格を大幅に上回る価格で買い上げたため、農家は収穫したコメを市場価格で売却するより、担保が流れるつもりで政府から融資を受けるほうが大きな利益を得

られるため、この制度の利用が急増し、市場へのコメ供給が不足し、結果的に国内価格が高騰し、経済に悪影響を及ぼした。 
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しかし、コロナ禍では家計債務がさらに拡大した。主要産業である観光業や製造業などで雇用が失われ、家計所得

が大幅に減少した。一方で、家計を支援するために低金利政策2が続き、さらに金融機関による消費者向けローンの

積極的な推進や、デジタル化による資金調達の利便性向上が借り入れを後押しし、家計の債務拡大を招いた。その

ため、コロナ禍後、政策金利の引き上げとともに、家計債務の拡大を抑えるための具体的な策を講じた。2024 年 1

月には、不必要な借り入れを促す広告を禁止し、複数の債務を一本化して低金利で返済を支援する「デット・クリニッ

ク」の強化を実施した。さらに、消費者向けローンの金利上限を引き上げ、金融機関の過剰な貸付を制限する取り組

みも導入した。しかし、これらの取り組みにもかかわらず、家計債務は依然として高水準にある。2024 年 6 月末時点

の家計の債務残高の GDP 比は 90.5％と、コロナ禍でピークとなった 2021 年 3 月末の 96.5％からは縮小している

ものの、中央銀行の目標である 80％を大きく超えている（図表「タイ家計の債務残高の GDP 比」）。 

2024 年 9 月にタイ商工会議所大学（UTCC）が全国 1,300 人を対象に実施した調査によると、1 世帯当たり

の家計債務は前年比＋8.4％の 60 万 6,378 バーツ（約 273 万円）に達し、2009 年の調査開始以来、過去

最高となった。調査対象者の約半数が万が一のための貯蓄がなく、46.3％が、支出が収入を上回っていると回答して

いる。また、収入不足分を借金で補う世帯が多く、その中でもクレジットカードの利用が最も多いと報告された。2022

年 8 月の同調査では、過去 1 年間に債務の返済が滞った世帯が 7 割弱に上るなど、タイの多くの世帯が返済に苦し

んでいる現状が明らかになっている。 

概して、タイでは個人が借り入れしやすい環境が整っており、借りることへの心理的抵抗が少ない傾向が見られるとい

う。特に若年層においても借り入れが増加しており、資産を形成する「生産的なローン」ではなく、日常の生活費不足を

補う「非生産的なローン」や、借り入れのための借り入れが常態化している。図表「目的別家計の債務残高の割合

（2024 年 6 月末時点）」によれば、住宅ローンが 34％と最も大きな割合を占めている一方、「非生産的なローン」

となる消費（家具・家電、娯楽、旅行など）が 28％を占めており、これらは短期かつ高金利である場合が多く、返済

負担が家計の消費を圧迫する要因となっている。 

以上 

 
2 コロナ禍前の 2019 年 9 月から、景気が減速していたため政策金利を引き下げていたが、コロナ禍でさらに景気が悪化したため引き下げが 2020 年 5 月まで続き（2019 年

9 月の 1.75％から 2020 年５月には 0.5％）、2022 年 8 月まで据え置かれた。 
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